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Ⅲ 調査結果の分析 
 

１ 企業全体の現況 

 

集計対象となった事業所は 1,276 事業所で、このうち中小企業は 1,057 事業所（82.8％）、大企業は 219 事

業所（17.2％）となっている。（第１表） 

また、集計事業所の労働組合組織状況は、労働組合「有」の割合が 21.4％となっている。規模別にみると、 

労働組合「有」の割合が中小企業は 13.4％、大企業は 60.6％と大企業の方が高くなっている。（第２表） 

 

第１表 産業別・規模別集計事業所数内訳 

 
 

 

第２表 労働組合組織状況 

 
 

 

 

 

単位：事業所

区    分

 産  業  計 1,276 ( 100.0 %) 1,057 ( 82.8 %) 219 ( 17.2 %)

　鉱業,採石業,砂利採取業 4 ( 0.3 %) - ( - %) 4 ( 0.3 %)

　建　設　業 177 ( 13.9 %) 167 ( 13.1 %) 10 ( 0.8 %)

　製　造　業 240 ( 18.8 %) 226 ( 17.7 %) 14 ( 1.1 %)

　電気・ガス・熱供給・水道業 7 ( 0.5 %) 6 ( 0.5 %) 1 ( 0.1 %)

　情報通信業 16 ( 1.3 %) 11 ( 0.9 %) 5 ( 0.4 %)

　運輸業，郵便業 75 ( 5.9 %) 66 ( 5.2 %) 9 ( 0.7 %)

　卸売業，小売業 243 ( 19.0 %) 183 ( 14.3 %) 60 ( 4.7 %)

　金融業，保険業 31 ( 2.4 %) 17 ( 1.3 %) 14 ( 1.1 %)

　不動産業,物品賃貸業 16 ( 1.3 %) 15 ( 1.2 %) 1 ( 0.1 %)

　学術研究,専門・技術サービス業 42 ( 3.3 %) 31 ( 2.4 %) 11 ( 0.9 %)

　宿泊業，飲食サービス業 57 ( 4.5 %) 43 ( 3.4 %) 14 ( 1.1 %)

　生活関連サービス業，娯楽業 38 ( 3.0 %) 27 ( 2.1 %) 11 ( 0.9 %)

　教育,学習支援業 32 ( 2.5 %) 25 ( 2.0 %) 7 ( 0.5 %)

　医療，福祉 201 ( 15.8 %) 166 ( 13.0 %) 35 ( 2.7 %)

　複合サービス事業 16 ( 1.3 %) 3 ( 0.2 %) 13 ( 1.0 %)

　サービス業(他に分類されないもの） 81 ( 6.3 %) 71 ( 5.6 %) 10 ( 0.8 %)

※（　）内は、全体に占める割合

規  模  計 中 小 企 業 大  企  業

単位：事業所

計 組合有 組合無 計 組合有 組合無 計 組合有 組合無

事業所数 1,274 273 1,001 1,056 141 915 218 132 86

割合（％） (100.0) (21.4) (78.6) (100.0) (13.4) (86.6) (100.0) (60.6) (39.4)

※　未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。

産業計

大　企　業規　模　計 中 小 企 業
区 分
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２ 事業所の現況 

 

(1) 集計労働者数 

 ア 男女別・産業別構成 

   集計対象となった一般労働者（以下「集計労働者」という）は 42,196 人で、男性が 27,575 人

（65.3％）、女性が 14,621人（34.7％）となっている。産業別の構成比をみると、「製造業」が 28.8％

と最も多くなっている。（第３表） 

 

第３表 集計労働者の男女別・産業別構成 

 
 

イ 規模別構成 

     集計労働者の構成を規模別にみると、中小企業が31,251人（74.1％）、大企業が10,945人（25.9％）

となっている。産業別にみると、「建設業」で中小企業の割合が 93.7％と高くなっている。（第４

表） 

 

第４表 集計労働者の規模別構成 

 

集 計 数 構 成 比 男　性 女　性

人 ％ 人 人 ％ ％

 産　業　計 42,196 100.0 27,575 14,621 65.3 34.7

　鉱業,採石業,砂利採取業 81 0.2 73 8 90.1 9.9

　建　設　業 5,138 12.2 4,460 678 86.8 13.2

　製　造　業 12,149 28.8 8,681 3,468 71.5 28.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 144 0.3 132 12 91.7 8.3

　情報通信業 630 1.5 469 161 74.4 25.6

　運輸業，郵便業 2,523 6.0 2,165 358 85.8 14.2

　卸売業，小売業 5,238 12.4 3,325 1,913 63.5 36.5

　金融業，保険業 946 2.2 537 409 56.8 43.2

　不動産業,物品賃貸業 299 0.7 202 97 67.6 32.4

　学術研究,専門・技術サービス業 1,813 4.3 1,319 494 72.8 27.2

　宿泊業，飲食サービス業 1,799 4.3 1,231 568 68.4 31.6

　生活関連サービス業，娯楽業 614 1.5 343 271 55.9 44.1

　教育,学習支援業 715 1.7 348 367 48.7 51.3

　医療，福祉 6,976 16.5 1,939 5,037 27.8 72.2

　複合サービス事業 422 1.0 221 201 52.4 47.6

　サービス業(他に分類されないもの） 2,709 6.4 2,130 579 78.6 21.4

男女別構成比
区　　　分 男　性 女　性

計

集計数 構成比 集計数 構成比 集計数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％

 産  業  計 42,196 100.0 31,251 74.1 10,945 25.9

　鉱業,採石業,砂利採取業 81 100.0 - - 81 100.0

　建　設　業 5,138 100.0 4,813 93.7 325 6.3

　製　造　業 12,149 100.0 9,681 79.7 2,468 20.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 144 100.0 133 92.4 11 7.6

　情報通信業 630 100.0 414 65.7 216 34.3

　運輸業，郵便業 2,523 100.0 1,927 76.4 596 23.6

　卸売業，小売業 5,238 100.0 3,539 67.6 1,699 32.4

　金融業，保険業 946 100.0 642 67.9 304 32.1

　不動産業,物品賃貸業 299 100.0 275 92.0 24 8.0

　学術研究,専門・技術サービス業 1,813 100.0 838 46.2 975 53.8

　宿泊業，飲食サービス業 1,799 100.0 381 21.2 1,418 78.8

　生活関連サービス業，娯楽業 614 100.0 410 66.8 204 33.2

　教育,学習支援業 715 100.0 559 78.2 156 21.8

　医療，福祉 6,976 100.0 5,153 73.9 1,823 26.1

　複合サービス事業 422 100.0 80 19.0 342 81.0

　サービス業(他に分類されないもの） 2,709 100.0 2,406 88.8 303 11.2

中 小 企 業 大  企  業
区　　分

規模計
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(2) 障害者雇用 

障害者を雇用している事業所は、中小企業 230 事業所、大企業 59 事業所で、これらは全体のそれぞれ

21.8％、26.9％となっている。（第５表） 

常用労働者 53,547 人のうち障害者は中小企業で 530 人、大企業で 178 人となっており、これらは全体

のそれぞれ 1.3％となっている。（第６表） 

 

  第５表 産業別・規模別障害者雇用事業所数内訳 

 
 

第６表 産業別・規模別障害者の雇用状況 

 

単位：事業所

規 模 計

事業所数 事業所数 雇用事業所数 割合 事業所数 雇用事業所数 割合

％ ％

 産  業  計 1,276 1,057 230 21.8 219 59 26.9

　鉱業,採石業,砂利採取業 4 - - - 4 1 25.0

　建　設　業 177 167 27 16.2 10 1 10.0

　製　造　業 240 226 70 31.0 14 7 50.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 7 6 0 0.0 1 0 0.0

　情報通信業 16 11 3 27.3 5 1 20.0

　運輸業，郵便業 75 66 9 13.6 9 3 33.3

　卸売業，小売業 243 183 23 12.6 60 19 31.7

　金融業，保険業 31 17 6 35.3 14 1 7.1

　不動産業,物品賃貸業 16 15 0 0.0 1 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 42 31 4 12.9 11 4 36.4

　宿泊業，飲食サービス業 57 43 5 11.6 14 6 42.9

　生活関連サービス業，娯楽業 38 27 2 7.4 11 1 9.1

　教育,学習支援業 32 25 5 20.0 7 1 14.3

　医療，福祉 201 166 57 34.3 35 10 28.6

　複合サービス事業 16 3 1 33.3 13 4 30.8

　サービス業(他に分類されないもの） 81 71 18 25.4 10 0 0.0

中 小 企 業 大  企  業
区    分

規 模 計

常    用
労働者数

常    用
労働者数

うち
障害者数

割合
常    用

労働者数
うち

障害者数
割合

人 人 人 ％ 人 人 ％

 産  業  計 53,547 40,176 530 1.3 13,371 178 1.3

　鉱業,採石業,砂利採取業 82 - - - 82 1 1.2

　建　設　業 5,287 4,956 40 0.8 331 1 0.3

　製　造　業 13,808 11,303 190 1.7 2,505 40 1.6

　電気・ガス・熱供給・水道業 147 136 0 0.0 11 0 0.0

　情報通信業 647 427 5 1.2 220 1 0.5

　運輸業，郵便業 3,057 2,402 18 0.7 655 6 0.9

　卸売業，小売業 8,553 5,406 64 1.2 3,147 41 1.3

　金融業，保険業 1,026 660 9 1.4 366 8 2.2

　不動産業,物品賃貸業 337 313 0 0.0 24 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 1,942 939 13 1.4 1,003 17 1.7

　宿泊業，飲食サービス業 2,558 963 6 0.6 1,595 33 2.1

　生活関連サービス業，娯楽業 1,042 667 2 0.3 375 1 0.3

　教育,学習支援業 1,292 1,024 19 1.9 268 1 0.4

　医療，福祉 9,100 6,994 128 1.8 2,106 22 1.0

　複合サービス事業 469 109 1 0.9 360 6 1.7

　サービス業(他に分類されないもの） 4,200 3,877 35 0.9 323 0 0.0

中 　小 　企 　業
区　　分

大 　 企 　 業

注： 割合については単純計算であり、障害者の法定雇用率とは一致しない。
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(3) 職種別 

常用労働者のうち管理・監督的業務に従事する者の男女比は、男性が 83.6％、女性が 16.4％となって

いる。（第７表） 

 

第７表 産業別・規模別・性別 管理・監督的業務従事状況 

 
 

 

(4) 雇用形態別 

常用労働者のうち正社員の割合は 68.2％となっている。男性の常用労働者のうち正社員の割合は

80.8％で、女性の常用労働者のうち正社員の割合は 51.5％となっている。（第８表） 

 

第８表 常用労働者の産業別・性別・雇用形態別構成 

 

常    用
労働者数

管理・監督
的業務

うち
男性

割合
うち
女性

割合
常    用

労働者数
管理・監督

的業務
うち
男性

割合
うち
女性

割合
常    用

労働者数
管理・監督

的業務
うち
男性

割合
うち
女性

割合

人 人 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ 人 ％ 人 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 53,547 5,165 4,317 83.6 848 16.4 40,176 3,631 3,003 82.7 628 17.3 13,371 1,534 1,314 85.7 220 14.3

　鉱業,採石業,砂利採取業 82 6 6 100.0 0 0.0 - - - - - - 82 6 6 100.0 0 0.0

　建　設　業 5,287 836 785 93.9 51 6.1 4,956 786 735 93.5 51 6.5 331 50 50 100.0 0 0.0

　製　造　業 13,808 1,446 1,314 90.9 132 9.1 11,303 1,032 924 89.5 108 10.5 2,505 414 390 94.2 24 5.8

　電気・ガス・熱供給・水道業 147 15 15 100.0 0 0.0 136 14 14 100.0 0 0.0 11 1 1 100.0 0 0.0

　情報通信業 647 113 97 85.8 16 14.2 427 72 62 86.1 10 13.9 220 41 35 85.4 6 14.6

　運輸業，郵便業 3,057 261 246 94.3 15 5.7 2,402 166 155 93.4 11 6.6 655 95 91 95.8 4 4.2

　卸売業，小売業 8,553 637 528 82.9 109 17.1 5,406 349 268 76.8 81 23.2 3,147 288 260 90.3 28 9.7

　金融業，保険業 1,026 247 195 78.9 52 21.1 660 170 140 82.4 30 17.6 366 77 55 71.4 22 28.6

　不動産業,物品賃貸業 337 44 40 90.9 4 9.1 313 43 39 90.7 4 9.3 24 1 1 100.0 0 0.0

　学術研究,専門・技術サービス業 1,942 246 208 84.6 38 15.4 939 129 112 86.8 17 13.2 1,003 117 96 82.1 21 17.9

　宿泊業，飲食サービス業 2,558 164 144 87.8 20 12.2 963 18 9 50.0 9 50.0 1,595 146 135 92.5 11 7.5

　生活関連サービス業，娯楽業 1,042 153 122 79.7 31 20.3 667 115 92 80.0 23 20.0 375 38 30 78.9 8 21.1

　教育,学習支援業 1,292 85 61 71.8 24 28.2 1,024 71 52 73.2 19 26.8 268 14 9 64.3 5 35.7

　医療，福祉 9,100 619 303 48.9 316 51.1 6,994 445 209 47.0 236 53.0 2,106 174 94 54.0 80 46.0

　複合サービス事業 469 59 43 72.9 16 27.1 109 5 0 0.0 5 100.0 360 54 43 79.6 11 20.4

　サービス業(他に分類されないもの） 4,200 234 210 89.7 24 10.3 3,877 216 192 88.9 24 11.1 323 18 18 100.0 0 0.0

大 　 企 　 業
区　　分

規 模 計 中 　小 　企 　業

常    用
労働者数

うち
正社員

割合
うち

正社員以外 割合 男性
うち

正社員
割合

うち
正社員以外 割合 女性

うち
正社員

割合
うち

正社員以外 割合

人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 53,547 36,522 68.2 17,025 31.8 30,507 24,658 80.8 5,849 19.2 23,040 11,864 51.5 11,176 48.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 82 64 78.0 18 22.0 73 62 84.9 11 15.1 9 2 22.2 7 77.8

　建　設　業 5,287 4,784 90.5 503 9.5 4,518 4,155 92.0 363 8.0 769 629 81.8 140 18.2

　製　造　業 13,808 10,925 79.1 2,883 20.9 8,989 8,058 89.6 931 10.4 4,819 2,867 59.5 1,952 40.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 147 136 92.5 11 7.5 135 129 95.6 6 4.4 12 7 58.3 5 41.7

　情報通信業 647 553 85.5 94 14.5 472 442 93.6 30 6.4 175 111 63.4 64 36.6

　運輸業，郵便業 3,057 2,258 73.9 799 26.1 2,407 1,961 81.5 446 18.5 650 297 45.7 353 54.3

　卸売業，小売業 8,553 4,428 51.8 4,125 48.2 4,185 3,021 72.2 1,164 27.8 4,368 1,407 32.2 2,961 67.8

　金融業，保険業 1,026 800 78.0 226 22.0 553 477 86.3 76 13.7 473 323 68.3 150 31.7

　不動産業,物品賃貸業 337 257 76.3 80 23.7 214 173 80.8 41 19.2 123 84 68.3 39 31.7

　学術研究,専門・技術サービス業 1,942 1,499 77.2 443 22.8 1,349 1,120 83.0 229 17.0 593 379 63.9 214 36.1

　宿泊業，飲食サービス業 2,558 1,497 58.5 1,061 41.5 1,411 1,051 74.5 360 25.5 1,147 446 38.9 701 61.1

　生活関連サービス業，娯楽業 1,042 517 49.6 525 50.4 474 288 60.8 186 39.2 568 229 40.3 339 59.7

　教育,学習支援業 1,292 606 46.9 686 53.1 601 298 49.6 303 50.4 691 308 44.6 383 55.4

　医療，福祉 9,100 5,947 65.4 3,153 34.6 2,306 1,693 73.4 613 26.6 6,794 4,254 62.6 2,540 37.4

　複合サービス事業 469 360 76.8 109 23.2 243 202 83.1 41 16.9 226 158 69.9 68 30.1

　サービス業(他に分類されないもの） 4,200 1,891 45.0 2,309 55.0 2,577 1,528 59.3 1,049 40.7 1,623 363 22.4 1,260 77.6

区　　分
計 男性 女性
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３ 初任給 

 

令和４年度の確定初任給は、高校卒事務・技術 165,833 円、高校卒生産 169,491 円、専門学校卒事務・

技術 180,800 円、専門学校卒生産 177,110 円、短大・高専卒事務・技術 176,480 円、短大・高専卒生産

181,511 円、大学卒事務・技術 201,434 円、大学卒生産 202,434 円、大学院卒事務・技術 219,381 円、大学

院卒生産 241,619 円となっている。 

また、短大・高専卒（65 人）のうち県外短大・高専卒は 4 人（6.2%）、大学卒（291 人）のうち県外大学卒は

100 人（34.4％）、大学院卒（28 人）のうち県外大学院卒は 11 人（39.3%）であった。（第９表） 

 

第９表 初任給 

 

事務・技術 人数 生産 人数 事務･技術 人数 生産 人数 事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外

 規　模　計 165,833 99 169,491 183 180,800 97 177,110 39 176,480 47 4 181,511 18 0

  対前年増減率（％） 0.8% 0.7% -0.4% 1.4% -2.4% 5.5%

 中 小 企 業 165,701 91 168,255 135 177,234 73 178,065 34 177,411 41 4 185,250 4 -

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 174,313 16 191,410 21 183,833 9 205,000 4 X 1 - - - -

　製　造　業 170,185 14 164,354 78 170,875 4 177,583 6 X 2 - X 3 -

　電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - -

　情報通信業 - - - - 175,503 3 - - - - - - - -

　運輸業，郵便業 X 1 149,955 8 - - X 2 - - - - - -

　卸売業，小売業 164,738 29 154,000 8 175,617 12 154,917 6 172,050 8 - - - -

　金融業，保険業 X 1 - - 172,736 5 - - 186,936 5 1 - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - X 2 - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 164,100 5 - - 180,333 3 - - X 2 - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 163,366 13 - - 179,656 5 X 1 - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 X 2 195,000 5 172,505 7 X 2 - - - - - -

　教育,学習支援業 - - - - X 2 - - 177,417 6 1 - - -

　医療，福祉 149,934 8 157,000 4 179,813 23 X 1 176,966 15 2 X 1 -

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） X 2 167,327 11 - - 187,520 10 X 2 - - - -

 大　企　業 167,329 8 172,965 48 191,644 24 170,620 5 170,118 6 - 180,443 14 -

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - X 1 - - - - - - - - - -

　建　設　業 X 2 X 1 - - - - X 1 - - - -

　製　造　業 - - 170,514 29 - - - - - - - X 1 -

　電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - - - - - - -

　情報通信業 - - - - - - - - - - - - - -

　運輸業，郵便業 - - - - - - - - - - - - - -

　卸売業，小売業 165,667 3 177,614 7 X 1 - - - - - 181,667 9 -

　金融業，保険業 - - - - - - - - X 2 - - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 X 2 172,800 5 - - - - - - - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 - - 168,500 5 162,576 5 X 1 - - - 172,800 4 -

　生活関連サービス業，娯楽業 - - - - - - - - - - - - - -

　教育,学習支援業 - - - - - - - - - - - - - -

　医療，福祉 - - - - 201,858 17 170,075 4 168,597 3 - - - -

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） X 1 - - X 1 - - - - - - - -

区  　分

高　　校　　卒 専　門　学　校　卒 短　大　・　高　専　卒
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事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外 事務・技術 人数 県外 生産 人数 県外

 規　模　計 201,434 245 89 202,434 46 11 219,381 24 7 241,619 4 4

  対前年増減率（％） 0.6% 1.4% -0.7% -

 中 小 企 業 197,667 154 48 202,842 26 6 200,668 5 - X 2 2

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 207,000 4 1 219,200 5 2 X 2 - - - -

　製　造　業 202,064 36 10 201,310 10 - - - - X 2 2

　電気・ガス・熱供給・水道業 X 2 2 - - - - - - - - -

　情報通信業 194,001 7 2 - - - X 1 - - - -

　運輸業，郵便業 188,733 6 2 X 1 - - - - - - -

　卸売業，小売業 200,350 26 5 211,333 3 2 - - - - - -

　金融業，保険業 202,146 34 16 - - - - - - - - -

　不動産業,物品賃貸業 X 2 - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 192,158 5 1 X 1 1 X 2 - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 - - - - - - - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 - - - X 2 - - - - - - -

　教育,学習支援業 172,000 5 1 - - - - - - - - -

　医療，福祉 184,811 24 7 X 1 - - - - - - -

　複合サービス事業 - - - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 246,967 3 1 195,167 3 1 - - - - - -

 大　企　業 207,811 91 41 201,903 20 5 224,305 19 7 X 2 2

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 220,000 4 4 - - - - - - - - -

　製　造　業 220,704 16 13 205,667 6 5 230,800 13 6 X 2 2

　電気・ガス・熱供給・水道業 - - - X 1 - - - - - - -

　情報通信業 202,598 7 5 - - - - - - - - -

　運輸業，郵便業 213,500 6 6 - - - X 1 1 - - -

　卸売業，小売業 211,979 19 5 200,608 12 - X 1 - - - -

　金融業，保険業 203,750 8 4 - - - - - - - - -

　不動産業,物品賃貸業 - - - - - - - - - - - -

　学術研究,専門・技術サービス業 201,958 12 2 - - - 209,850 4 - - - -

　宿泊業，飲食サービス業 X 1 - - - - - - - - - -

　生活関連サービス業，娯楽業 X 1 - - - - - - - - - -

　教育,学習支援業 - - - - - - - - - - - -

　医療，福祉 193,693 12 - - - - - - - - - -

　複合サービス事業 X 2 - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 217,200 3 2 X 1 - - - - - - -

大　　学　　院　　卒

区  　分

大　　学　　卒
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４ 労働時間制度 

 

(1) 日・週所定労働時間 

１日の所定労働時間の平均は７時間 45 分、１週の所定労働時間の平均は 39 時間 7 分となっている。

規模別に見ると、中小企業は１日あたり７時間 45 分、１週あたり 39 時間 11 分、大企業は１日あたり７時

間 45 分、１週あたり 38 時間 48 分となっている。 

また、産業別にみると、１日あたり 1 週あたりとも「医療,福祉」が最も長い。（第 10 表） 

 

第 10 表 日所定・週所定労働時間 

 
 

日所定 週所定 日所定 週所定 日所定 週所定

時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分 時間：分

産業計 7:45 39:07 7:45 39:11 7:45 38:48

　鉱業,採石業,砂利採取業 7:32 37:43 － － 7:32 37:43

　建　設　業 7:43 39:30 7:43 39:29 7:57 39:47

　製　造　業 7:49 39:13 7:49 39:14 7:48 38:51

　電気・ガス・熱供給・水道業 7:37 37:39 7:37 37:33 X X

　情報通信業 7:45 38:42 7:50 39:01 7:36 38:00

　運輸業，郵便業 7:46 39:32 7:46 39:39 7:46 38:46

　卸売業，小売業 7:37 38:27 7:35 38:24 7:43 38:36

　金融業，保険業 7:38 38:12 7:43 38:36 7:32 37:44

　不動産業,物品賃貸業 7:54 39:22 7:53 39:20 X X

　学術研究,専門・技術サービス業 7:43 38:30 7:44 38:37 7:40 38:11

　宿泊業，飲食サービス業 7:44 39:01 7:42 38:50 7:49 39:33

　生活関連サービス業，娯楽業 7:46 39:30 7:46 39:38 7:45 39:09

　教育,学習支援業 7:43 39:00 7:44 39:15 7:40 38:07

　医療，福祉 7:55 39:35 7:56 39:37 7:54 39:27

　複合サービス事業 7:42 38:42 7:46 38:53 7:41 38:39

　サービス業(他に分類されないもの） 7:44 39:18 7:43 39:23 7:48 38:43

規模計 中小企業 大企業
区　分
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(2) １日の所定労働時間 

１日の所定労働時間別の事業所の割合をみると、８時間の事業所が 54.7%と最も高くなっている。（第 11 表） 

 

第 11 表 １日の所定労働時間 

 
 

第１図 １日の所定労働時間別事業所割合 

 

 

6:30 7:00 7:30 8:01

～ ～ ～ ～ 8:00 ～

6:29 6:59 7:29 7:59

規 模 計 7:45 1.8 1.0 7.0 34.7 54.7 0.8

(7:45)

 中小企業計 7:45 2.2 1.3 6.4 32.5 56.8 0.8

(7:44)

　鉱業,採石業,砂利採取業 －

　建　設　業 7:43 0.6 10.4 45.1 43.9

　製　造　業 7:49 0.4 0.9 5.8 37.1 54.5 1.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 7:37 20.0 80.0

　情報通信業 7:50 45.5 54.5

　運輸業，郵便業 7:46 1.6 1.6 4.9 31.1 60.7

　卸売業，小売業 7:35 9.4 1.2 6.4 26.9 55.6 0.6

　金融業，保険業 7:43 11.8 58.8 29.4

　不動産業,物品賃貸業 7:53 26.7 73.3

　学術研究,専門・技術サービス業 7:44 3.2 6.5 48.4 41.9

　宿泊業，飲食サービス業 7:42 5.1 10.3 12.8 10.3 53.8 7.7

　生活関連サービス業，娯楽業 7:46 7.4 40.7 51.9

　教育,学習支援業 7:44 4.2 8.3 33.3 54.2

　医療，福祉 7:56 0.6 0.6 15.2 83.6

　複合サービス事業 7:46 33.3 66.7

　サービス業(他に分類されないもの） 7:43 2.8 1.4 8.5 36.6 49.3 1.4

 大企業計 7:45 9.6 45.0 44.5 0.9

(7:45)

　鉱業,採石業,砂利採取業 7:32 25.0 75.0

　建　設　業 7:57 20.0 80.0

　製　造　業 7:48 7.1 50.0 35.7 7.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 X

　情報通信業 7:36 20.0 40.0 40.0

　運輸業，郵便業 7:46 44.4 55.6

　卸売業，小売業 7:43 6.8 52.5 40.7

　金融業，保険業 7:32 71.4 14.3 14.3

　不動産業,物品賃貸業 X

　学術研究,専門・技術サービス業 7:40 9.1 72.7 9.1 9.1

　宿泊業，飲食サービス業 7:49 7.1 28.6 64.3

　生活関連サービス業，娯楽業 7:45 63.6 36.4

　教育,学習支援業 7:40 14.3 71.4 14.3

　医療，福祉 7:54 25.7 74.3

　複合サービス事業 7:41 69.2 30.8

　サービス業(他に分類されないもの） 7:48 10.0 40.0 50.0

区        分

1日の所定労働時間別事業所割合

平均所定
労働時間

単位：％、（　　　）は前年の数値
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(3) 週所定労働時間 

週所定労働時間別の事業所の割合をみると、40 時間の事業所が 54.9％と最も高くなっている。また、週

所定労働時間が 40 時間を超える事業所割合は中小企業のほうが多くなっている。（第 12 表、第２図） 

週所定労働時間の平均を労働組合の有無別にみると、中小企業、大企業とも労働組合の有る事業所の

方が短くなっている。（第 13 表） 

 

第 12 表 週所定労働時間 

 

単位：％、（　　　）は前年の数値

38:00 40:01 42:00 44:01

～ ～ 40:00 ～ ～ 44:00 ～

37:59 39:59 41:59 43:59

産　 業　 計 39:07 18.5 23.7 54.9 0.8 0.7 0.2 1.1

(39：00)

中小企業計 39:11 15.5 24.3 56.8 1.0 0.8 0.3 1.4

(39:04)

　鉱業,採石業,砂利採取業 －

　建　設　業 39:29 14.5 36.5 41.5 1.9 2.5 3.1

　製　造　業 39:14 16.1 33.0 48.2 1.4 1.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 37:33 66.7 16.7 16.7

　情報通信業 39:01 18.2 27.3 54.5

　運輸業，郵便業 39:39 7.8 26.6 64.1 1.6

　卸売業，小売業 38:24 20.4 16.8 59.3 1.2 0.6 0.6 1.2

　金融業，保険業 38:36 35.3 35.3 29.4

　不動産業,物品賃貸業 39:20 13.3 26.7 60.0

　学術研究,専門・技術サービス業 38:37 19.4 35.5 41.9 3.2

　宿泊業，飲食サービス業 38:50 10.3 12.8 69.2 5.1 2.6

　生活関連サービス業，娯楽業 39:38 11.1 18.5 66.7 3.7

　教育,学習支援業 39:15 20.0 20.0 60.0

　医療，福祉 39:37 9.6 9.0 80.7 0.6

　複合サービス事業 38:53 33.3 66.7

　サービス業(他に分類されないもの） 39:23 17.1 24.3 52.9 1.4 1.4 2.9

大企業計 38:48 32.7 21.0 45.8 0.5

(38：46)

　鉱業,採石業,砂利採取業 37:43 100.0

　建　設　業 39:47 20.0 80.0

　製　造　業 38:51 35.7 28.6 28.6 7.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 X

　情報通信業 38:00 60.0 40.0

　運輸業，郵便業 38:46 44.4 55.6

　卸売業，小売業 38:36 38.2 18.2 43.6

　金融業，保険業 37:44 71.4 14.3 14.3

　不動産業,物品賃貸業 X

　学術研究,専門・技術サービス業 38:11 45.5 27.3 27.3

　宿泊業，飲食サービス業 39:33 7.1 21.4 71.4

　生活関連サービス業，娯楽業 39:09 18.2 27.3 54.5

　教育,学習支援業 38:07 14.3 85.7

　医療，福祉 39:27 14.3 14.3 71.4

　複合サービス事業 38:39 46.2 15.4 38.5

　サービス業(他に分類されないもの） 38:43 30.0 40.0 30.0

区　　　分
平均所定
労働時間

週 所 定 労 働 時 間 別 事 業 所 割 合
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第２図 週所定労働時間別事業所割合 

 
 

 

 

第 13 表  労働組合有無別週所定労働時間 

 
 

労組有 労組無 労組有 労組無

産 業 計 39時間1分 39時間12分 38時間43分 38時間52分

区　分
中小企業 大 企 業
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(4) 変形労働時間制の採用状況 

変形労働時間制を採用している事業所の割合は 65.5％で、規模別にみると、中小企業は 65.2％、大企

業は66.5％となっている。また、全体の38.0％が「１年単位の変形労働時間制」を採用している。（第14表、

第３図） 

 

第 14 表  変形労働時間制の形態別事業所 

   

          単位：％

１ヶ月単位 １年単位 フレックス タイム その他

％ ％ ％ ％

産　 業　 計 100.0 65.5 26.5 38.0 2.8 1.7 34.5

中小企業計 100.0 65.2 22.8 41.5 2.0 2.1 34.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - -

　建　設　業 100.0 67.3 7.9 60.6 0.6 32.7

　製　造　業 100.0 65.5 8.4 59.3 1.3 0.9 34.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 83.3 33.3 66.7 16.7

　情報通信業 100.0 45.5 18.2 9.1 27.3 54.5

　運輸業，郵便業 100.0 87.7 35.4 56.9 12.3

　卸売業，小売業 100.0 63.5 20.4 35.4 4.4 6.6 36.5

　金融業，保険業 100.0 29.4 11.8 11.8 5.9 70.6

　不動産業,物品賃貸業 100.0 73.3 26.7 33.3 13.3 26.7

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 38.7 25.8 22.6 61.3

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 62.8 41.9 9.3 14.0 37.2

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 81.5 44.4 33.3 3.7 18.5

　教育,学習支援業 100.0 72.0 12.0 64.0 28.0

　医療，福祉 100.0 63.0 46.9 17.3 0.6 0.6 37.0

　複合サービス事業 100.0 33.3 33.3 66.7

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 62.9 28.6 32.9 2.9 37.1

大企業計 100.0 66.5 44.0 21.1 6.9 33.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 100.0 100.0

　建　設　業 100.0 50.0 40.0 10.0 50.0

　製　造　業 100.0 71.4 21.4 50.0 7.1 28.6

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0 100.0

　情報通信業 100.0 100.0

　運輸業，郵便業 100.0 100.0 55.6 33.3 11.1

　卸売業，小売業 100.0 83.1 50.8 30.5 6.8 16.9

　金融業，保険業 100.0 100.0

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 45.5 27.3 27.3 9.1 54.5

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 78.6 64.3 28.6 14.3 21.4

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 81.8 72.7 9.1 18.2

　教育,学習支援業 100.0 71.4 14.3 42.9 14.3 28.6

　医療，福祉 100.0 68.6 60.0 8.6 31.4

　複合サービス事業 100.0 38.5 46.2 61.5

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 70.0 50.0 20.0 10.0 30.0

変形労働
時間制なし

事業所計区     分

 変 形 労 働 時 間 制 あ り

注：複数の変形労働時間制を採用している事業所があるため、内訳の合計と「変形労働時間制あり」の合計
は必ずしも一致しない。
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第３図 変形労働時間制の採用状況 

 
 

注： 複数の変形労働時間制を採用している事業所があるため、内訳の合計と「変形労働時間制あり」の合計は

必ずしも一致しない。 

採用あり, 
65.2 

１か月単

位, 22.8 

１年単位, 
41.5 フレックス

タイム, 2.0 

その他, 
2.1 

採用なし, 
34.8 

中小企業

採用あり, 
66.5 

１か月単

位, 44.0 

１年単位, 
21.1 

フレックス

タイム, 6.9 

その他, 
0.0 

採用なし, 
33.5 

大企業
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(5) 週休制の概況 

何らかの週休２日制を採用している事業所の割合は 85.5％となっている。 

対象事業所全体の 34.2％が「完全週休２日制」を採用しているが、規模別、産業別でみると「完全週休２

日制」の採用率に大きく差がある。（第 15 表、第４図） 

何らかの週休２日制の適用を受ける労働者は、全労働者の 87.0％となっている。また、「完全週休２日制」

の適用を受ける労働者は、全体の 36.2％となっている。（第 16 表） 

労働組合の有無別にみると、完全週休２日制の採用率は、中小企業では労働組合の有る事業所で

37.6％、無い事業所で 29.1％となっている。一方、大企業では労働組合の有る事業所で 58.5％、無い事

業所で 45.2％となっている。（第 17 表） 

 

第 15 表 週休制の形態別事業所割合（産業別） 

 

単位：％

週休１日制
１日半制

月１～３回
週休２日制

完全
週休２日制

完全週休２日制
より多い

 規　模　計 100.0 3.9 39.8 34.2 11.5 10.5

 中小企業計 100.0 4.7 43.2 30.2 11.0 10.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - -

　建　設　業 100.0 3.1 56.8 26.5 4.9 8.6

　製　造　業 100.0 1.3 49.3 28.7 7.6 13.0

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 16.7 50.0 33.3

　情報通信業 100.0 20.0 60.0 20.0

　運輸業，郵便業 100.0 3.1 57.8 12.5 12.5 14.1

　卸売業，小売業 100.0 6.7 42.7 29.8 9.0 11.8

　金融業，保険業 100.0 5.9 94.1

　不動産業,物品賃貸業 100.0 7.1 64.3 21.4 7.1

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 20.0 53.3 23.3 3.3

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 19.0 42.9 9.5 11.9 16.7

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 7.4 55.6 11.1 7.4 18.5

　教育,学習支援業 100.0 16.0 28.0 28.0 8.0 20.0

　医療，福祉 100.0 4.9 22.7 38.7 23.9 9.8

　複合サービス事業 100.0 50.0 50.0

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 5.7 48.6 31.4 7.1 7.1

 大企業計 100.0 23.7 53.5 14.0 8.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 100.0

　建　設　業 100.0 10.0 50.0 40.0

　製　造　業 100.0 21.4 50.0 21.4 7.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0

　情報通信業 100.0 80.0 20.0

　運輸業，郵便業 100.0 11.1 66.7 11.1 11.1

　卸売業，小売業 100.0 41.4 31.0 15.5 12.1

　金融業，保険業 100.0 100.0

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 9.1 72.7 18.2

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 21.4 42.9 21.4 14.3

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 27.3 27.3 18.2 27.3

　教育,学習支援業 100.0 14.3 71.4 14.3

　医療，福祉 100.0 20.6 58.8 14.7 5.9

　複合サービス事業 100.0 30.8 69.2

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 22.2 66.7 11.1

区　　　分 その他
事業所

計

何らかの週休制
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第 16 表 週休制の形態別適用労働者の割合 

 
 

 

第４図  完全週休２日制の規模別採用事業所割合 

 

 

 

第 17 表 労働組合の有無別週休制の採用状況（事業所割合） 

 
 

単位：％

週休１日制
１日半制

月１～３回
週休２日制

完全
週休２日制

完全週休２日制よ
り多い

規模計 100.0 2.8 35.7 36.2 15.1 10.3

中小企業 100.0 3.7 40.8 32.7 11.6 11.2

大 企 業 100.0 0.0 20.5 46.7 25.5 7.3

その他

適
用
労
働
者

区   分 合 計
何らかの週休制

単位：％

週休１日制
１日半制

月１～３回
週休２日制

完全
週休２日制

完全週休２日制
より多い

労組有 100.0 3.6 31.2 37.6 13.5 14.2

労組無 100.0 4.9 45.0 29.1 10.7 10.3

労組有 100.0 0.0 19.2 58.5 14.6 7.7

労組無 100.0 0.0 31.0 45.2 13.1 10.7

その他

大企業

区   分 合 計

中小企業

何らかの週休制
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(6) 勤務間インターバル制度の概況 

勤務間インターバル制度を導入している事業所の割合は 7.1％で、規模別にみると、中小企業は 6.0％、

大企業は 12.4％となっている。（第 18 表） 

 

第 18 表 勤務間インターバル制度導入状況別事業所割合（産業別） 

 
 

第５図  勤務間インターバル制度導入事業所における平均間隔時間 

 

単位：％

 規　模　計 100.0 7.1 9.2 83.7

 中小企業計 100.0 6.0 9.0 85.1

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - -

　建　設　業 100.0 4.4 8.8 86.9

　製　造　業 100.0 8.0 8.5 83.5

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 40.0 60.0

　情報通信業 100.0 9.1 90.9

　運輸業，郵便業 100.0 7.9 1.6 90.5

　卸売業，小売業 100.0 10.2 9.1 80.7

　金融業，保険業 100.0 6.3 25.0 68.8

　不動産業,物品賃貸業 100.0 6.7 13.3 80.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 6.7 6.7 86.7

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 2.5 2.5 95.0

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 11.1 7.4 81.5

　教育,学習支援業 100.0 4.2 95.8

　医療，福祉 100.0 2.5 7.4 90.1

　複合サービス事業 100.0 100.0

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 1.4 21.7 76.8

 大企業計 100.0 12.4 10.1 77.5

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 25.0 75.0

　建　設　業 100.0 10.0 90.0

　製　造　業 100.0 7.1 21.4 71.4

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0

　情報通信業 100.0 40.0 20.0 40.0

　運輸業，郵便業 100.0 33.3 66.7

　卸売業，小売業 100.0 27.1 8.5 64.4

　金融業，保険業 100.0 100.0

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 27.3 9.1 63.6

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 14.3 85.7

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 9.1 90.9

　教育,学習支援業 100.0 100.0

　医療，福祉 100.0 5.7 94.3

　複合サービス事業 100.0 7.7 92.3

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 10.0 40.0 50.0

区　　　分
事業所

計
導入済

導入予定
（検討中）

導入予定
（検討）

なし
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５ 年間休日数 

 

   平均年間休日数は、111.2 日となっており、規模別にみると、中小企業が 110.1 日、大企業が 116.1 日で、

大企業の方が 6.0 日多くなっている。 

産業別にみると、休日が最も多いのは中小企業が「金融業,保険業」で 121.9 日、大企業が「情報通信業」

で 126.6 日となっている。（第 19 表） 

 

第 19 表  年間休日数 

 
  ＊未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数 年間休日数 事業所数

産業計 111.2 1,256 110.1 1,039 116.1 217

　鉱業,採石業,砂利採取業 123.5 4 - - 123.5 4

　建　設　業 107.4 175 106.5 165 122.1 10

　製　造　業 112.3 239 112.0 225 118.0 14

　電気・ガス・熱供給・水道業 119.3 6 121.0 5 X 1

　情報通信業 122.1 16 120.1 11 126.6 5

　運輸業，郵便業 105.1 74 104.0 66 113.6 8

　卸売業，小売業 109.3 234 108.1 175 112.8 59

　金融業，保険業 121.2 31 121.9 17 120.4 14

　不動産業,物品賃貸業 121.1 16 121.3 15 X 1

　学術研究,専門・技術サービス業 120.5 42 120.7 31 120.0 11

　宿泊業，飲食サービス業 103.2 53 102.6 39 104.9 14

　生活関連サービス業，娯楽業 103.2 38 100.1 27 111.0 11

　教育,学習支援業 110.3 32 106.9 25 122.3 7

　医療，福祉 115.7 199 115.2 164 118.3 35

　複合サービス事業 117.8 16 112.7 3 119.0 13

　サービス業(他に分類されないもの） 109.9 81 108.9 71 116.6 10

規　模　計 中小企業 大企業
区       分

単位：日、事業所
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６ 年次有給休暇 

 

(1) 年次有給休暇取得状況の概況 

年次有給休暇の付与日数（繰り越し分は除く）の平均は、全体で 17.1 日となっている。また、取得日数は

9.9 日で、取得率は 57.9％となっている。取得率を産業別にみると「鉱業,採石業,砂利採取業」が最も高く、

「生活関連サービス業,娯楽業」が最も低くなっている。（第 20 表） 

労働組合の有無別にみると、年次有給休暇の付与日数は、労働組合の有る事業所では中小企業が

17.4 日、大企業が 18.2 日となっており、いずれも労働組合の無い事業所より多くなっている。（第 21 表） 

 

第 20 表 年次有給休暇の付与・取得状況 

 
      

 

 

第 21 表 労働組合の有無別年次有給休暇の付与・取得状況 

 

付与
日数

取得
日数

取得率
付与
日数

取得
日数

取得率
付与
日数

取得
日数

取得率

日 日 ％ 日 日 ％ 日 日 ％

 産 業 計 17.1 9.9 57.9 16.8 9.8 58.3 17.8 10.3 57.9

　鉱業,採石業,砂利採取業 19.5 17.7 90.8 - - - 19.5 17.7 90.8

　建　設　業 17.2 10.1 58.7 17.2 10.2 59.3 16.4 9.6 58.5

　製　造　業 17.5 11.2 64.0 17.3 10.7 61.8 18.4 13.2 71.7

　電気・ガス・熱供給・水道業 17.3 12.2 70.5 17.2 12.2 70.9 18.5 12.0 64.9

　情報通信業 17.2 9.6 55.8 17.2 9.9 57.6 17.4 9.0 51.7

　運輸業，郵便業 17.4 8.4 48.3 16.9 8.2 48.5 18.9 9.2 48.7

　卸売業，小売業 16.1 8.7 54.0 15.8 8.0 50.6 16.7 9.9 59.3

　金融業，保険業 18.4 10.3 56.0 18.6 11.3 60.8 18.1 7.6 42.0

　不動産業,物品賃貸業 16.8 9.5 56.5 16.7 9.7 58.1 17.6 6.8 38.6

　学術研究,専門・技術サービス業 17.5 10.5 60.0 17.2 10.9 63.4 17.9 10.1 56.4

　宿泊業，飲食サービス業 17.5 10.1 57.7 14.1 8.1 57.4 18.5 10.7 57.8

　生活関連サービス業，娯楽業 16.4 7.9 48.2 16.7 8.8 52.7 15.8 6.5 41.1

　教育,学習支援業 17.2 9.5 55.2 17.3 10.0 57.8 17.2 8.3 48.3

　医療，福祉 16.5 9.4 57.0 16.0 9.7 60.6 17.7 8.5 48.0

　複合サービス事業 17.1 11.6 67.8 12.9 9.6 74.4 18.5 12.3 66.5

　サービス業(他に分類されないもの） 17.3 9.3 53.8 17.2 9.2 53.5 17.3 10.5 60.7

大　企　業

区　　分

規　模　計 中 小 企 業

区　分 付与日数 取得日数 取 得 率

日 日 ％

規模計 17.1 9.9 57.9

労組有 17.8 11.1 62.4

労組無 16.8 9.5 56.5

中小企業 16.8 9.8 58.3

労組有 17.4 11.0 63.2

労組無 16.7 9.5 56.9

大企業 17.8 10.3 57.9

労組有 18.2 11.3 62.1

労組無 17.3 9.3 53.8
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(2) 年次有給休暇取得促進等に向けた制度の導入状況 

    年次有給休暇の取得促進等に向けて導入している制度の割合は、半日単位で取得できる制度で 74.8％、

時間単位で取得できる制度で 35.0％、計画的に付与する制度で 45.5％となっている。（第 22 表） 

 

 

第 22 表 年次有給休暇取得促進等に向けた制度の導入状況 

 

単位：％

規　模　計 74.8          35.0          45.5          3.7            

中小企業 72.8          33.0          44.0          0.9            

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - -

　建　設　業 77.8          30.5          40.7          -               

　製　造　業 81.0          25.2          43.4          0.9            

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0         -               33.3          16.7          

　情報通信業 90.9          45.5          36.4          -               

　運輸業，郵便業 74.2          13.6          40.9          1.5            

　卸売業，小売業 56.3          22.4          40.4          2.2            

　金融業，保険業 94.1          41.2          58.8          -               

　不動産業,物品賃貸業 73.3          13.3          33.3          -               

　学術研究,専門・技術サービス業 87.1          58.1          38.7          -               

　宿泊業，飲食サービス業 44.2          4.7            44.2          2.3            

　生活関連サービス業，娯楽業 55.6          7.4            55.6          -               

　教育,学習支援業 68.0          76.0          52.0          -               

　医療，福祉 77.7          69.9          45.2          0.6            

　複合サービス事業 66.7          33.3          -               -               

　サービス業(他に分類されないもの） 73.2          26.8          60.6          -               

大企業 84.9          44.7          52.5          16.9          

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0         -               75.0          -               

　建　設　業 100.0         50.0          90.0          30.0          

　製　造　業 92.9          50.0          57.1          71.4          

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0         100.0         -               -               

　情報通信業 100.0         60.0          100.0         -               

　運輸業，郵便業 88.9          44.4          77.8          11.1          

　卸売業，小売業 76.7          28.3          50.0          10.0          

　金融業，保険業 85.7          -               85.7          7.1            

　不動産業,物品賃貸業 100.0         100.0         100.0         -               

　学術研究,専門・技術サービス業 90.9          63.6          27.3          18.2          

　宿泊業，飲食サービス業 64.3          7.1            28.6          21.4          

　生活関連サービス業，娯楽業 81.8          27.3          45.5          -               

　教育,学習支援業 71.4          85.7          42.9          -               

　医療，福祉 91.4          74.3          42.9          20.0          

　複合サービス事業 100.0         76.9          46.2          -               

　サービス業(他に分類されないもの） 80.0          70.0          40.0          40.0          

区　　　　分 半日単位 時間単位 計画的に付与 その他
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７ 特別休暇制度 

 

特別休暇制度を導入している事業所は 94.3％で、うち夏季休暇が 31.7％、病気休暇が 31.5％、リフレッ

シュ休暇が 11.4％、ボランティア休暇が 9.6％、教育訓練休暇が 5.0％、骨髄ドナー休暇が 4.0％、慶弔休

暇が 91.1％、記念日休暇が 3.4％となっている。（第 23 表） 

 

第 23 表 特別休暇制度の導入状況 

 
注１ 「夏季休暇」とは、一般的に７月～９月の夏季の期間に与えられる休暇（休日を含む）をいう。 

注２ 「病気休暇」とは、本人が業務外の私傷病によって就労できない場合に認められる休暇をいう。 

注３ 「リフレッシュ休暇」とは、労働者の勤続年数の節目に（10 年、20 年等）、心身のリフレッシュを目的として与

えられる休暇をいう。 

注４ 「ボランティア休暇」とは、労働者が行う社会貢献活動を企業が支援するための休暇をいう。 

注５ 「教育訓練休暇（自己啓発のための休暇）」とは、労働者個人が、各種の教育訓練の受講や免許資格取得

等の自己啓発を行うために、取得できる休暇をいう。 

注６ 「骨髄ドナー休暇」とは、骨髄バンクを介した骨髄等提供のために入院をしたり、骨髄バンクにドナー登録

を申し出るために必要な検査を受ける場合に与えられる休暇をいう。 

注７ 「慶弔休暇」とは、自分自身や近親者の結婚・出産（慶事）、近親者の死亡などによる葬式(弔事・忌引)が

行われる場合に、社員が取得できる休暇をいう。 

注８ 「記念日休暇」とは、誕生日や結婚記念日などに取得できる休暇をいう。 

単位：％

規　模　計 94.3 31.7        31.5        11.4        9.6          5.0          4.0          91.1        3.4          24.9        

中小企業 93.3 31.2        29.7        7.2          5.2          4.7          2.8          90.1        2.6          23.2        

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - -

　建　設　業 92.2 43.7        29.3        4.8          5.4          6.0          0.6          89.2        1.2          22.2        

　製　造　業 94.7 36.7        24.3        3.5          3.1          4.0          2.2          92.9        4.0          21.7        

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 16.7        66.7        16.7        50.0        16.7        -             100.0       -             33.3        

　情報通信業 90.9 36.4        18.2        9.1          -             -             -             90.9        -             36.4        

　運輸業，郵便業 92.4 22.7        25.8        6.1          6.1          3.0          6.1          92.4        1.5          24.2        

　卸売業，小売業 86.9 27.9        24.0        3.8          0.5          1.6          0.5          79.2        3.8          15.8        

　金融業，保険業 100.0 11.8        52.9        35.3        17.6        5.9          5.9          100.0       -             47.1        

　不動産業,物品賃貸業 100.0 33.3        13.3        13.3        6.7          6.7          6.7          93.3        6.7          26.7        

　学術研究,専門・技術サービス業 93.5 41.9        25.8        16.1        12.9        6.5          9.7          90.3        -             32.3        

　宿泊業，飲食サービス業 95.3 4.7          16.3        9.3          -             -             -             95.3        4.7          14.0        

　生活関連サービス業，娯楽業 92.6 14.8        22.2        7.4          -             7.4          3.7          88.9        3.7          11.1        

　教育,学習支援業 96.0 32.0        44.0        20.0        8.0          -             4.0          88.0        4.0          40.0        

　医療，福祉 97.0 24.1        42.8        10.2        9.6          9.0          6.6          94.6        1.2          31.3        

　複合サービス事業 100.0 66.7        33.3        -             -             -             -             100.0       -             33.3        

　サービス業(他に分類されないもの） 94.4 38.0        39.4        8.5          7.0          5.6          1.4          91.5        2.8          19.7        

大企業 99.1 33.8        40.2        31.5        30.6        6.4          9.6          96.3        7.3          33.3        

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0 -             73.0        100.0       100.0       75.0        75.0        100.0       -             75.0        

　建　設　業 100.0 70.0        90.0        60.0        50.0        10.0        20.0        90.0        10.0        40.0        

　製　造　業 100.0 42.9        35.7        57.1        21.4        7.1          7.1          100.0       14.3        28.6        

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 -             -             -             -             -             -             100.0       -             -             

　情報通信業 100.0 40.0        100.0       40.0        -             -             40.0        100.0       -             20.0        

　運輸業，郵便業 100.0 55.6        66.7        22.2        44.4        -             -             100.0       -             55.6        

　卸売業，小売業 100.0 38.3        28.3        21.7        18.3        3.3          1.7          93.3        10.0        25.0        

　金融業，保険業 100.0 -             14.3        28.6        71.4        -             -             100.0       14.3        14.3        

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0       -             -             -             -             -             100.0       -             100.0       

　学術研究,専門・技術サービス業 100.0 36.4        45.5        45.5        54.5        -             9.1          100.0       -             54.5        

　宿泊業，飲食サービス業 100.0 21.4        21.4        35.7        14.3        7.1          -             100.0       -             35.7        

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 18.2        18.2        9.1          45.5        -             18.2        100.0       27.3        36.4        

　教育,学習支援業 100.0 57.1        57.1        57.1        57.1        14.3        42.9        100.0       -             57.1        

　医療，福祉 94.3 22.9        37.1        22.9        17.1        8.6          8.6          91.4        5.7          25.7        

　複合サービス事業 100.0 30.8        69.2        23.1        38.5        7.7          15.4        100.0       -             23.1        

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0 50.0        40.0        40.0        20.0        10.0        10.0        100.0       -             70.0        

リフレッシュ
休暇

骨髄ドナー
休暇

特別休暇制度
を導入してい

る事業所
区　　　　分 その他

教育訓練休暇
（自己啓発

のための休暇）

ボランティア
休暇

夏季休暇 病気休暇
慶弔休暇

（結婚、妻の
出産、忌引）

記念日（誕生
日、結婚記念
日など）休暇
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８ 育児休業制度・育児のための休暇制度 

 

(1) 育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者の事業所割合 

令和３年７月１日から令和４年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者（予定含む）がいた事業所の割

合は 72.5％で、規模別にみると、中小企業は 71.7％、大企業は 75.6％となっている。また、そのうち、育

児休業制度の利用者がいた事業所は 64.3％で、規模別にみると、中小企業は 63.2％、大企業は 68.1％

となっている。（第 24 表） 

 

第 24 表 育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者の事業所数 

 
 
 

(2) 育児休業制度又は育児のための休暇制度利用の労働者割合 

令和３年７月１日から令和４年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度又は育児のための休暇制度の利用者（予定含む）の割合を男女別に

みると、男性は 39.0％、女性は 95.4％となっている。（第 25 表） 

 

第 25 表  育児休業制度又は育児のための休暇制度利用の労働者数 

 
 
 

(3) 育児休業制度利用の労働者割合 

令和３年７月１日から令和４年６月 30 日までの１年間に出産した者（配偶者が出産した男性を含む）がい

た事業所について、育児休業制度の利用者（予定含む）の割合を男女別にみると、男性は 27.7％、女性

は 91.5％となっている。（第 26 表） 

 

第 26 表  育児休業制度利用の労働者数 

 
 

単位：事業所、（　）内：％

規　模　計 546 ( 100.0 ) 396 ( 72.5 ) 150 ( 27.5 ) 351 ( 64.3 ) 195 ( 35.7 )

 中小企業 427 ( 100.0 ) 306 ( 71.7 ) 121 ( 28.3 ) 270 ( 63.2 ) 157 ( 36.8 )

 大 企 業 119 ( 100.0 ) 90 ( 75.6 ) 29 ( 24.4 ) 81 ( 68.1 ) 38 ( 31.9 )

区　　　分
出産者がいた

（配偶者が出産した男性を含む）

事業所

① ②

育児休業制度又は
育児のための休暇制度の

利用者がいた事業所
（予定含む）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度の

利用者がいなかった事業所

①のうち、
育児休業制度の

利用者がいた事業所
（予定含む）

①のうち、
育児休業制度の

利用者がいなかった事業所

単位：人、（　）内：％

規 模 計 520 ( 100.0 ) 203 （ 39.0 ） 317 （ 61.0 ） 504 （ 100.0 ） 481 （ 95.4 ） 23 （ 4.6 ）

中小企業 377 ( 100.0 ) 148 （ 39.3 ） 229 （ 60.7 ） 359 （ 100.0 ） 341 （ 95.0 ） 18 （ 5.0 ）

大 企 業 143 ( 100.0 ) 55 （ 38.5 ） 88 （ 61.5 ） 145 （ 100.0 ） 140 （ 96.6 ） 5 （ 3.4 ）

区　　分
配偶者が出産した

男性労働者計

育児休業制度又は
育児のための休暇制度

を利用しなかった
女性労働者

女　　　　　性

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用した男性労働者
（予定含む）

育児休業制度又は
育児のための休暇制度

を利用しなかった
男性労働者

男　　　　　性

出産した
女性労働者計

育児休業制度又は
育児のための休暇制度を

利用した女性労働者
（予定含む）

単位：人、（　）内：％

規 模 計 520 ( 100.0 ) 144 （ 27.7 ） 376 （ 72.3 ） 504 （ 100.0 ） 461 （ 91.5 ） 43 （ 8.5 ）

中小企業 377 ( 100.0 ) 99 （ 26.3 ） 278 （ 73.7 ） 359 （ 100.0 ） 327 （ 91.1 ） 32 （ 8.9 ）

大 企 業 143 ( 100.0 ) 45 （ 31.5 ） 98 （ 68.5 ） 145 （ 100.0 ） 134 （ 92.4 ） 11 （ 7.6 ）

区　　分

男　　　　　性 女　　　　　性

配偶者が出産した
男性労働者計

育児休業制度を
利用した

男性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

男性労働者

出産した
女性労働者計

育児休業制度を
利用した

女性労働者
（予定含む）

育児休業制度を
利用しなかった

女性労働者
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９ 介護休業制度 

 

令和３年７月１日から令和４年６月 30 日までの１年間に介護休業制度の利用者がいた事業所の割合は

3.4％で、規模別にみると、中小企業で 2.6％、大企業で 7.3％となっている。（第 27 表） 

 

第 27 表  介護休業制度利用者の事業所数 

 
 

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,276 ( 100.0 ) 44 ( 3.4 ) 1,232 ( 96.6 )

中小企業 1,057 ( 100.0 ) 28 ( 2.6 ) 1,029 ( 97.4 )

大 企 業 219 ( 100.0 ) 16 ( 7.3 ) 203 ( 92.7 )

事業所計
介護休業制度の

利用者がいた事業所
介護休業制度の

利用者がいなかった事業所
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10 仕事と家庭の両立のための支援制度 

 

働きながら育児や介護をする労働者に対する支援制度のある事業所の割合は、育児については 81.7％、

介護については 78.5％となっている。（第 28 表） 

 

第 28 表 仕事と家庭の両立のための支援制度 

【育児に関するもの】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 単位：％

短時間
勤務制度

フレックス
タイム制度

始業・終業時
刻の繰上げ・

繰下げ

所定外労働
の制限

年次有給休
暇を半日／時
間単位で取

得

子の看護
休暇制度

在宅勤務・テ
レワーク

再雇用制度
転勤・

配置転換
の際の配慮

経費の援助
措置

配偶者の
出産直後の

休暇

事業所内
託児所

その他

規　模　計 81.7      85.7 7.3 48.8 66.2 61.2 76.3 8.3 16.9 28.5 2.2 35.8 2.9 3.1 

中小企業 78.5      84.3 6.3 47.6 62.5 58.4 72.8 6.0 14.7 23.3 1.6 30.7 2.8 2.8 

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 71.9      78.3 8.3 56.7 60.8 68.3 72.5 6.7 14.2 19.2 - 32.5 - 1.7 

　製　造　業 80.5      78.6 7.1 44.5 56.6 57.7 70.3 6.0 10.4 20.9 1.6 26.9 1.1 2.7 

　電気・ガス・熱供給・水道業 83.3      100.0 20.0 40.0 100.0 80.0 100.0 - - 20.0 - 60.0 - - 

　情報通信業 81.8      100.0 33.3 33.3 66.7 77.8 77.8 55.6 22.2 11.1 - 55.6 - - 

　運輸業，郵便業 81.8      83.3 3.7 50.0 72.2 46.3 81.5 1.9 11.1 13.0 9.3 35.2 11.1 - 

　卸売業，小売業 67.2      85.4 4.9 48.0 58.5 50.4 61.0 6.5 19.5 28.5 1.6 31.7 1.6 - 

　金融業，保険業 100.0    94.1 5.9 35.3 94.1 70.6 88.2 17.6 35.3 47.1 - 64.7 - - 

　不動産業,物品賃貸業 93.3      100.0 7.1 50.0 57.1 50.0 71.4 7.1 14.3 35.7 - 42.9 - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 87.1      85.2 7.4 63.0 70.4 81.5 70.4 29.6 18.5 22.2 - 40.7 - - 

　宿泊業，飲食サービス業 46.5      80.0 15.0 40.0 75.0 55.0 65.0 - 15.0 50.0 - 30.0 - - 

　生活関連サービス業，娯楽業 85.2      91.3 8.7 73.9 52.2 34.8 78.3 - 21.7 30.4 - 30.4 - - 

　教育,学習支援業 84.0      95.2 - 33.3 71.4 47.6 71.4 4.8 9.5 14.3 4.8 9.5 - - 

　医療，福祉 92.2      90.2 2.6 41.2 61.4 60.8 79.7 - 17.0 26.1 - 25.5 5.9 5.9 

　複合サービス事業 33.3      100.0 - - - - - - - - - - - - 

　サービス業(他に分類されないもの） 85.9      82.0 6.6 49.2 68.9 60.7 75.4 6.6 8.2 14.8 3.3 31.1 6.6 11.5 

大企業 96.8      91.0 11.3 53.3 80.7 72.2 90.1 17.0 25.5 49.1 4.7 55.7 3.3 4.2 

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0    100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 25.0 25.0 100.0 100.0 100.0 - - 

　建　設　業 100.0    100.0 20.0 50.0 90.0 80.0 100.0 30.0 40.0 30.0 - 50.0 - - 

　製　造　業 100.0    85.7 35.7 64.3 71.4 85.7 85.7 50.0 35.7 28.6 - 64.3 - 7.1 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0    100.0 - - 100.0 100.0 100.0 - - - - 100.0 - - 

　情報通信業 100.0    100.0 - 40.0 100.0 80.0 100.0 - - 60.0 - 60.0 - - 

　運輸業，郵便業 77.8      100.0 14.3 100.0 85.7 85.7 100.0 28.6 71.4 100.0 - 85.7 - - 

　卸売業，小売業 98.3      88.1 8.5 39.0 74.6 59.3 83.1 6.8 23.7 39.0 1.7 40.7 3.4 3.4 

　金融業，保険業 100.0    100.0 - 71.4 100.0 85.7 100.0 - 71.4 85.7 - 28.6 - - 

　不動産業,物品賃貸業 100.0    100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - 100.0 - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 90.9      100.0 10.0 50.0 100.0 70.0 100.0 30.0 - 20.0 10.0 80.0 10.0 20.0 

　宿泊業，飲食サービス業 92.9      92.3 15.4 30.8 84.6 53.8 84.6 23.1 23.1 38.5 15.4 76.9 7.7 - 

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0    90.9 18.2 36.4 72.7 63.6 81.8 9.1 18.2 54.5 - 54.5 - - 

　教育,学習支援業 85.7      83.3 - 83.3 83.3 83.3 100.0 33.3 16.7 66.7 16.7 83.3 16.7 - 

　医療，福祉 97.1      85.3 2.9 61.8 67.6 79.4 91.2 17.6 17.6 67.6 - 55.9 5.9 5.9 

　複合サービス事業 100.0    100.0 - 69.2 84.6 84.6 100.0 - 23.1 46.2 7.7 61.5 - 7.7 

　サービス業(他に分類されないもの） 100.0    80.0 10.0 40.0 90.0 60.0 80.0 30.0 - 20.0 - 50.0 - 10.0 

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）
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【介護に関するもの】 

 
  

     単位：％

短時間
勤務制度

フレックス
タイム制度

始業・終業時
刻の繰上げ・

繰下げ

所定外労働の
制限

年次有給休暇
を半日／時間
単位で取得

介護休暇制度
在宅勤務・テ

レワーク
再雇用制度

転勤・
配置転換

の際の配慮

経費の援助措
置

その他

規　模　計 78.5 62.6 5.7 36.9 52.2 48.7 61.7 5.9 13.0 22.2 1.4 2.0

中小企業 75.1 59.1 4.7 34.4 47.4 44.7 56.3 3.9 10.8 17.2 0.9 1.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 - - - - - - - - - - - -

　建　設　業 70.1 52.1 6.6 38.9 43.7 49.1 51.5 3.0 10.8 12.6 - 1.2 

　製　造　業 76.5 58.0 5.3 31.9 42.0 45.6 55.8 4.0 7.5 15.9 0.4 1.8 

　電気・ガス・熱供給・水道業 83.3 83.3 16.7 16.7 83.3 66.7 83.3 - - - - - 

　情報通信業 90.9 81.8 36.4 27.3 54.5 72.7 72.7 45.5 27.3 9.1 - - 

　運輸業，郵便業 81.8 66.7 3.0 39.4 57.6 37.9 68.2 1.5 9.1 9.1 7.6 - 

　卸売業，小売業 61.2 50.3 2.7 29.0 38.8 31.7 41.5 4.4 12.6 18.6 - - 

　金融業，保険業 100.0 94.1 5.9 41.2 94.1 70.6 88.2 17.6 35.3 47.1 - - 

　不動産業,物品賃貸業 86.7 80.0 6.7 46.7 53.3 46.7 66.7 6.7 6.7 33.3 - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 83.9 61.3 6.5 54.8 54.8 67.7 61.3 25.8 16.1 19.4 - - 

　宿泊業，飲食サービス業 46.5 37.2 4.7 20.9 32.6 23.3 30.2 - 7.0 23.3 - - 

　生活関連サービス業，娯楽業 70.4 55.6 7.4 40.7 44.4 29.6 63.0 - 14.8 22.2 - - 

　教育,学習支援業 80.0 72.0 - 28.0 60.0 36.0 52.0 4.0 8.0 8.0 4.0 - 

　医療，福祉 88.6 69.3 1.8 35.5 54.8 53.6 70.5 - 12.7 22.9 - 4.8 

　複合サービス事業 33.3 33.3 - - - - - - - - - -

　サービス業(他に分類されないもの） 84.5 63.4 5.6 38.0 56.3 52.1 63.4 - 7.0 12.7 2.8 7.0 

大企業 95.0 79.5 10.5 48.9 75.3 68.0 87.7 15.5 23.7 46.1 4.1 2.7

　鉱業,採石業,砂利採取業 100.0     100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 25.0 25.0 100.0 100.0 - 

　建　設　業 100.0 80.0 20.0 60.0 80.0 80.0 90.0 30.0 40.0 30.0 - - 

　製　造　業 100.0 71.4 28.6 50.0 64.3 85.7 92.9 42.9 35.7 28.6 - 7.1 

　電気・ガス・熱供給・水道業 100.0 100.0 - - 100.0 100.0 100.0 - - - - - 

　情報通信業 100.0 80.0 - 40.0 100.0 80.0 100.0 - 20.0 40.0 - - 

　運輸業，郵便業 77.8 44.4 11.1 77.8 66.7 55.6 77.8 22.2 55.6 77.8 - - 

　卸売業，小売業 96.7 75.0 8.3 35.0 71.7 56.7 85.0 6.7 21.7 38.3 1.7 3.3 

　金融業，保険業 100.0 100.0 - 71.4 100.0 85.7 100.0 - 71.4 85.7 - - 

　不動産業,物品賃貸業 100.0 100.0 - 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - - - - 

　学術研究,専門・技術サービス業 90.9 90.9 9.1 45.5 90.9 63.6 90.9 27.3 - 18.2 9.1 18.2 

　宿泊業，飲食サービス業 92.9 85.7 14.3 21.4 71.4 50.0 78.6 14.3 21.4 35.7 14.3 - 

　生活関連サービス業，娯楽業 100.0 90.9 18.2 36.4 72.7 63.6 81.8 9.1 18.2 54.5 - - 

　教育,学習支援業 71.4 71.4 - 71.4 71.4 71.4 71.4 28.6 14.3 57.1 - - 

　医療，福祉 94.3 74.3 2.9 54.3 65.7 74.3 88.6 17.1 11.4 60.0 - - 

　複合サービス事業 100.0 92.3 - 69.2 69.2 84.6 100.0 - 23.1 46.2 7.7 7.7 

　サービス業(他に分類されないもの） 90.0 80.0 10.0 40.0 90.0 50.0 80.0 30.0 - 20.0 - - 

区　　　　　分
支援
制度
あり

採用している制度（複数回答）
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11 テレワークの導入状況 

 

(1) 産業別・規模別テレワークの導入事業所割合 

テレワークを導入している事業所は 259 事業所（20.7％）で、このうち中小企業は 180 事業所（17.4％）、

大企業は 79 事業所（36.1％）と大企業の方が高くなっている。テレワークの導入形態は、「在宅勤務」が

87.6％と最も多くなっている。（第 29 表、第６図） 

また、産業別テレワーク導入状況の割合をみると、「鉱業,採石業,砂利採取業」が 100.0％と最も高くなっ

ている。（第７図） 

 

第 29 表 規模別テレワークの導入状況 

 
 

第６図 テレワークの導入状況 

 
 

 

第７図 産業別テレワークの導入状況 

 

単位：事業所、（　）内：％

規 模 計 1,254 （ 100.0 ） 259 （ 20.7 ） 53 （ 4.2 ） 942 （ 75.1 ）

中小企業 1,035 （ 100.0 ） 180 （ 17.4 ） 48 （ 4.6 ） 807 （ 78.0 ）

大 企 業 219 （ 100.0 ） 79 （ 36.1 ） 5 （ 2.3 ） 135 （ 61.6 ）

※　未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。

区 分 事業所計 導入している
導入していない

今後導入予定がある 導入予定はない

導入している,  
20.7%

今後導入予定が

ある, 4.2%

導入予定はない, 
75.1%

87.6%

39.8%

13.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

在宅勤務 モバイルワーク サテライトオフィス

導入している事業所におけるテレワークの導入形態

（複数回答）



- 28 - 

 

(2) テレワークの導入における課題又は導入しない理由 

テレワークを導入している事業所（今後導入予定を含む）へはテレワークの導入における課題を、導入予

定はない事業所へは導入しない理由を尋ねたところ、「テレワークに適した仕事がない」が 59.3％と最も多

く、次いで「業務の進行が難しい」が 33.1％、「顧客などの外部への対応に支障がある」が 16.4％であった。

（第８図） 

 

第８図 テレワークの導入における課題と導入しない理由 

 
 

12 職場のハラスメント 

 

(1) 労働者からのハラスメントに関わる相談や訴えのあった事業所割合 

令和３年４月から令和４年３月までの１年間に、労働者からハラスメントに関する相談や訴えがあった事業

所の割合は、10.7％であった。（第 30 表） 

 

第 30 表 ハラスメントに関わる相談や訴えのあった事業所割合 

 

(2) 相談や訴えのあったハラスメントの種類 

相談や訴えがあったハラスメントの種類は、「パワーハラスメント」が 82.4％と最も多かった。（第 31 表） 

 

第 31 表 相談や訴えのあったハラスメントの種類別割合 

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,270 ( 100.0 ) 136 ( 10.7 ) 1,134 ( 89.3 )

中小企業 1,051 ( 100.0 ) 106 ( 10.1 ) 945 ( 89.9 )

大 企 業 219 ( 100.0 ) 30 ( 13.7 ) 189 ( 86.3 )

事業所計 相談や訴えがあった事業所 相談や訴えが無かった事業所

※ 未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。

単位：事業所、（　）内：％

規 模 計 112 ( 82.4 ) 22 （ 16.2 ） 4 （ 2.9 ） － （ － ） 22 （ 16.2 ）

中小企業 86 ( 81.1 ) 18 （ 17.0 ） 2 （ 1.9 ） － （ － ） 20 （ 18.9 ）

大 企 業 26 ( 86.7 ) 4 （ 13.3 ） 2 （ 6.7 ） － （ － ） 2 （ 6.7 ）

※複数回答

セクシュアルハラスメント
妊娠・出産・育児等に関

するハラスメント
介護休業等に関するハ

ラスメント

顧客等からの著しい迷
惑行為（カスタマーハラ

スメント）

ハラスメントに関わる相談
や訴えのあった事業所

136

106

30

パワーハラスメント
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(3) 顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）の防止措置の実施状況 

顧客等からの著しい迷惑行為についての被害を防止する取組を行っている事業所は、18.2％であった。

（第 32 表） 

 

第 32 表 カスタマーハラスメントの防止措置の実施状況 

 

 

13 新規学卒者の求人状況 

 

(1) 新規学卒者の採用充足状況 

令和４年度の新規学卒者（令和４年３月卒業）の採用充足率は、高校卒 44.9％、大学卒 67.1％となって

いる。規模別にみると、高校卒の中小企業では 38.8％、大企業では 80.4％、大学卒の中小企業では

56.3％、大企業では 88.6％であった。（第 33 表） 

 

第 33 表 新規学卒者の採用充足状況

 

単位：事業所、人、％

 規　模　計 218 628 282 44.9 206 553 371 67.1 186 414 222 53.6

 中 小 企 業 188 536 208 38.8 152 368 207 56.3 158 329 167 50.8

　鉱業,採石業,砂利採取業 － － － － － － － － － － － －

　建　設　業 53 125 25 20.0 28 63 13 20.6 29 45 13 28.9

　製　造　業 57 167 90 53.9 32 77 43 55.8 20 28 16 57.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 1 X X X 1 X X X － － － －

　情報通信業 － － － － 5 17 11 64.7 6 11 5 45.5

　運輸業，郵便業 10 28 9 32.1 6 18 7 38.9 4 4 4 100.0

　卸売業，小売業 16 51 36 70.6 19 32 22 68.8 18 35 25 71.4

　金融業，保険業 1 X X X 10 42 36 85.7 4 6 6 100.0

　不動産業,物品賃貸業 － － － － 1 X X X 1 X X X

　学術研究,専門・技術サービス業 8 10 5 50.0 9 15 7 46.7 6 9 5 55.6

　宿泊業，飲食サービス業 6 20 13 65.0 － － － － 3 5 5 100.0

　生活関連サービス業，娯楽業 4 56 7 12.5 1 X X X 7 19 9 47.4

　教育,学習支援業 － － － － 2 X X X 6 8 8 100.0

　医療，福祉 19 44 10 22.7 32 81 52 64.2 44 120 56 46.7

　複合サービス事業 － － － － － － － － － － － －

　サービス業(他に分類されないもの） 13 33 12 36.4 6 7 6 85.7 10 37 13 35.1

 大　企　業 30 92 74 80.4 54 185 164 88.6 28 85 55 64.7

　鉱業,採石業,砂利採取業 1 X X X － － － － － － － －

　建　設　業 2 X X X 1 X X X 1 X X X

　製　造　業 8 29 28 96.6 8 41 36 87.8 2 X X X

　電気・ガス・熱供給・水道業 － － － － 1 X X X － － － －

　情報通信業 － － － － 1 X X X － － － －

　運輸業，郵便業 － － － － － － － － － － － －

　卸売業，小売業 8 33 31 93.9 18 75 67 89.3 5 7 6 85.7

　金融業，保険業 － － － － 3 4 4 100.0 2 X X X

　不動産業,物品賃貸業 1 X X X － － － － － － － －

　学術研究,専門・技術サービス業 3 8 7 87.5 4 18 17 94.4 2 X X X

　宿泊業，飲食サービス業 2 X X X 1 X X X 5 23 11 47.8

　生活関連サービス業，娯楽業 － － － － 2 X X X － － － －

　教育,学習支援業 － － － － 1 X X X － － － －

　医療，福祉 3 6 0 0.0 9 14 12 85.7 9 44 30 68.2

　複合サービス事業 － － － － 2 X X X － － － －

　サービス業(他に分類されないもの） 2 X X X 3 4 4 100.0 2 X X X

そ　の　他

採用活動を行っ
た事業所数

区  　分

高　　校　　卒

採用活動を行っ
た事業所数

充足数
（採用数）

充足率
求人数

（採用予定
人数）

充足数
（採用数）

充足率
求人数

（採用予定
人数）

充足数
（採用数）

充足率
求人数

（採用予定
人数）

大　学　卒

採用活動を行っ
た事業所数

単位：事業所、（　）内：％

区　分

規 模 計 1,259 ( 100.0 ) 229 ( 18.2 ) 1,030 ( 81.8 )

中小企業 1,041 ( 100.0 ) 174 ( 16.7 ) 867 ( 83.3 )

大 企 業 218 ( 100.0 ) 55 ( 25.2 ) 163 ( 74.8 )

事業所計 防止する取組を行っている 防止する取組を行っていない

※ 未回答の事業所があるため、必ずしも全体の集計事業所数と一致しない。
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(2) 求人活動で利用した媒体 

求人活動で利用した媒体は、職業安定所（ハローワーク）が 79.9％と最も多かった。（第 34 表） 

 

第 34 表 求人活動で利用した媒体 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：事業所、（　）内：％

規 模 計 291 ( 79.9 ) 186 （ 51.1 ） 63 （ 17.3 ） 249 （ 68.4 ） 154 （ 42.3 ） 36 （ 9.9 ）

中小企業 244 ( 80.3 ) 155 （ 51.0 ） 49 （ 16.1 ） 193 （ 63.5 ） 107 （ 35.2 ） 31 （ 10.2 ）

大 企 業 47 ( 78.3 ) 31 （ 51.7 ） 14 （ 23.3 ） 56 （ 93.3 ） 47 （ 78.3 ） 5 （ 8.3 ）

※複数回答

その他

364

304

60

広告（求人情報誌・・イ
ンターネット等も含む）

求人活動を行った
事業所数

職業安定所（ハロー
ワーク）

ハローワークインター
ネットサービス

民営職業紹介所（学校
を除く）

学校（専修学校等も含
む）
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特 別 集 計 

～ 就業形態別集計 ～ 
 

 

本調査では、一般労働者を「正社員」及び「その他労働者」に区分して調査をしており、これら２就業形態に

「パートタイム労働者」を含め集計した。就業形態別結果は以下のとおりである。 

 

   
  常用労働者 

 

  一般労働者    正社員 
    

  

  その他労働者  
 
  パートタイム労働者 

 
  

 

常用労働者に占める正社員、その他労働者、パートタイム労働者の人数、割合と派遣労働者 

集計事業所（1,276 事業所）の常用労働者に占める「正社員」の割合は 68.2％、「その他労働者」の割合は

10.6％、「パートタイム労働者」の割合は 21.2％となっている。また、「派遣労働者」は 1,781 人で、派遣労働者

がいる事業所の割合は 17.1％となっている。（表１） 

派遣労働者を含めた全ての労働者に占める「正社員」の割合は 66.0％、「正社員以外」の割合は 34.0％と

なっている。（表２） 

※ 表中において一般労働者は「一般」、その他労働者は「その他」、パートタイム労働者は「パート」と表現する。  

 

表１ 常用労働者に占める正社員、その他労働者、パートタイム労働者の割合と派遣労働者数 

 
 

 

 

 

 

労働者
割合

労働者
割合

労働者
割合

人 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 事業所 %

産　業　計 53,547 36,522 68.2 5,674 10.6 11,351 21.2 1,781 218 17.1

　鉱業,採石業,砂利採取業 82 64 78.0 17 20.7 1 1.2 2 2 50.0

　建　設　業 5,287 4,784 90.5 354 6.7 149 2.8 33 15 8.5

　製　造　業 13,808 10,925 79.1 1,224 8.9 1,659 12.0 701 65 27.1

　電気・ガス・熱供給・水道業 147 136 92.5 8 5.4 3 2.0 7 3 42.9

　情報通信業 647 553 85.5 77 11.9 17 2.6 36 5 31.3

　運輸業，郵便業 3,057 2,258 73.9 265 8.7 534 17.5 80 12 16.0

　卸売業，小売業 8,553 4,428 51.8 810 9.5 3,315 38.8 186 34 14.0

　金融業，保険業 1,026 800 78.0 146 14.2 80 7.8 1 1 3.2

　不動産業,物品賃貸業 337 257 76.3 42 12.5 38 11.3 11 4 25.0

　学術研究,専門・技術サービス業 1,942 1,499 77.2 314 16.2 129 6.6 64 8 19.0

　宿泊業，飲食サービス業 2,558 1,497 58.5 302 11.8 759 29.7 373 6 10.5

　生活関連サービス業，娯楽業 1,042 517 49.6 97 9.3 428 41.1 4 2 5.3

　教育,学習支援業 1,292 606 46.9 109 8.4 577 44.7 20 7 21.9

　医療，福祉 9,100 5,947 65.4 1,029 11.3 2,124 23.3 218 44 21.9

　複合サービス事業 469 360 76.8 62 13.2 47 10.0 5 4 25.0

　サービス業(他に分類されないもの） 4,200 1,891 45.0 818 19.5 1,491 35.5 40 6 7.4

割合
区　分

派遣
労働者数

派遣
労働者
がいる

事業所数

パート

常用
労働者数

一般

正社員 その他
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表２ 全労働者（派遣労働者を含む）の産業別・性別・雇用形態別構成 

 

全労働者数
うち

正社員
割合

うち
正社員以外 割合 男性

うち
正社員

割合
うち

正社員以外 割合 女性
うち

正社員
割合

うち
正社員以外 割合

人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％ 人 人 ％ 人 ％

 産  業  計 55,328 36,522 66.0 18,806 34.0 31,312 24,658 78.7 6,654 21.3 24,016 11,864 49.4 12,152 50.6

　鉱業,採石業,砂利採取業 84 64 76.2 20 23.8 73 62 84.9 11 15.1 11 2 18.2 9 81.8

　建　設　業 5,320 4,784 89.9 536 10.1 4,536 4,155 91.6 381 8.4 784 629 80.2 155 19.8

　製　造　業 14,509 10,925 75.3 3,584 24.7 9,360 8,058 86.1 1,302 13.9 5,149 2,867 55.7 2,282 44.3

　電気・ガス・熱供給・水道業 154 136 88.3 18 11.7 140 129 92.1 11 7.9 14 7 50.0 7 50.0

　情報通信業 683 553 81.0 130 19.0 489 442 90.4 47 9.6 194 111 57.2 83 42.8

　運輸業，郵便業 3,137 2,258 72.0 879 28.0 2,455 1,961 79.9 494 20.1 682 297 43.5 385 56.5

　卸売業，小売業 8,739 4,428 50.7 4,311 49.3 4,244 3,021 71.2 1,223 28.8 4,495 1,407 31.3 3,088 68.7

　金融業，保険業 1,027 800 77.9 227 22.1 553 477 86.3 76 13.7 474 323 68.1 151 31.9

　不動産業,物品賃貸業 348 257 73.9 91 26.1 218 173 79.4 45 20.6 130 84 64.6 46 35.4

　学術研究,専門・技術サービス業 2,006 1,499 74.7 507 25.3 1,363 1,120 82.2 243 17.8 643 379 58.9 264 41.1

　宿泊業，飲食サービス業 2,931 1,497 51.1 1,434 48.9 1,624 1,051 64.7 573 35.3 1,307 446 34.1 861 65.9

　生活関連サービス業，娯楽業 1,046 517 49.4 529 50.6 478 288 60.3 190 39.7 568 229 40.3 339 59.7

　教育,学習支援業 1,312 606 46.2 706 53.8 605 298 49.3 307 50.7 707 308 43.6 399 56.4

　医療，福祉 9,318 5,947 63.8 3,371 36.2 2,330 1,693 72.7 637 27.3 6,988 4,254 60.9 2,734 39.1

　複合サービス事業 474 360 75.9 114 24.1 244 202 82.8 42 17.2 230 158 68.7 72 31.3

　サービス業(他に分類されないもの） 4,240 1,891 44.6 2,349 55.4 2,600 1,528 58.8 1,072 41.2 1,640 363 22.1 1,277 77.9

区　　分
計 男性 女性


